
 
 

平成２２年度における随意契約見直し計画のフォローアップ 

平成２３年６月 
日本私立学校振興・共済事業団 

1. 随意契約見直し計画と平成２２年度に締結した契約の状況 

（単位：件、億円） 
平成 18 年度 平成 22 年度 比較増△減 見直し計画 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争入札等
（48.5％） 

176 
（56.5％）

47
（68.0％）

280
（75.3％）

64
（59.1％）

104
（36.2％）

17
（76.3％）

277
（83.4％） 

69 

企画競争・公募
（ 0.8％） 

3 
（ 5.6％）

5
（6.1％）

25
（5.9％）

5
（733.3％）

22
（0.0％）

0
（ 0.8％）

3
（ 5.0％） 

4 
競争性のある契

約（小計） 
（49.3％） 

179 
（62.1％）

51
（74.0％）

305
（81.2％）

69
（70.4％）

126
（35.3％）

19
（77.1％）

280
（88.5％） 

73 
競争性のない

随意契約 
（50.7％） 

184 
（37.9％）

31
（26.0％）

107
（18.8％）

16
（△41.8％）

△77
（△48.4％）

△15
（22.9％）

83
（11.5％） 

10 

合 計 （100％） 
363 

（100％）

82
（100％）

412
（100％）

85
（13.5％）

49
（3.7％）

3
（100％）

363
（100％） 

82 
（注1） 計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 
（注2） 比較増△減の（ ）書きは、平成 22 年度の対平成 18 年度伸率である。 
 
 
 

【様式１】 



【18 年度実績】 
一般競争入札・指名競争入札等 

４７億円 
（１７６件） 

 
 
 
 

企画競争・公募 
５億円 
（３件） 

 
 
 

競争性のない随意契約 
金額 ３１億円（37.9％） 

件数 １８４件（50.7％） 

 

【22 年度実績】 
 

一般競争入札・指名競争入札等

６４億円 
（２８０件） 

 
 
 
 
 

企画競争・公募 
５億円 

（２５件） 
 
 
 

競争性のない随意契約 
金額 １６億円（18.8％）

件数 １０７件（26.0％）

 

（参考）図表 随意契約見直し計画と平成 22 年度に締結した契約の状況 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（注）「一般競争入札・指名競争入札等」には、不落・不調の随意契約（３件、３０百万円）を含む。 

【見直し計画】※見直し結果を

18 年度実績に当てはめたもの  

 

一般競争入札・指名競争入札等

６９億円 
（２７７件） 

 
 
 
 
 
 

企画競争・公募 
４億円 
（３件） 

 
 

競争性のない随意契約 
金額 １０億円（11.5％） 

件数 ８３件 （22.9％）

 

契約全体に占める

「競争性のある契

約方式」の割合の

対 18 年度実績比

増▲減 
 
金額  
＋19.1 ポイント 

（18 億円増） 
件数  
＋24.7 ポイント  

（126 件増）

 

競争性のある契約方式合計 

金額 ５１億円（62.1％） 

件数 １７９件（49.3％） 
競争性のある契約方式合計 

金額 ６９億円（81.2％） 

件数 ３０５件（74.0％） 競争性のある契約方式合計 

金額 ７３億円（88.5％） 

件数 ２８０件（77.1％） 



2. 平成 22 年度において、随意契約から一般競争入札等、企画競争、公募に移行した主な契約 

① 一般競争入札へ移行 
(ア)  特定健康診査・特定保健指導に係る発送文書の印刷作成及び情報提供等業務          ２１４百万円 
(イ)  私学共済事業ホームページ維持管理業務                           １５百万円 
(ウ)  病院総合情報システムに係る保守・運用支援業務                      １１９百万円 
(エ)  私学振興事業本部の業務システムに係る運用支援業務及びセキュリティ維持支援業務      １８５百万円 
(オ)  東京臨海病院 寝具等賃貸借                               ５６百万円 
(カ)  東京臨海病院 デジタル複写機等保守業務                         ２百万円 

② 指名競争入札へ移行 
該当案件なし 

③ 企画競争へ移行 
該当案件なし 

④ 公募へ移行 
(ア)  東芝社製医療機器（Ｘ線 CT スキャナ装置ほか）に係る年間保守業務              ７１百万円 

(イ)  シーメンス社製医療機器（循環器アンギオ装置ほか）に係る年間保守業務            ３１百万円 

(ウ)  日立社製医療機器（一般Ｘ線撮影装置ほか）に係る年間保守業務                １８百万円 

(エ)  日本光電社製｛生理検査情報管理システム｝（Ｖita ほか）に係る年間保守業務           １５百万円 

(オ)  ＧＥ社製医療機器（フルデジタル乳房撮影装置ほか）に係る年間保守業務             ７百万円 

(カ)  富士フイルム社製医療機器（富士コンピューテッドラジオグラフィシステム）に係る年間保守業務 

                                                ８百万円 

(キ)  富士フイルム社製医療機器（内視鏡・超音波画像管理システム）に係る年間保守業務         ２百万円 

(ク)  ドルニエ社製医療機器（体外衝撃波結石破砕装置）に係る年間保守業務              ５百万円 

(ケ)  オリンパス社製医療機器（内視鏡ほか）に係る年間保守業務                   ３百万円 

(コ)  コヴィディエン社製医療機器｛人工呼吸器(840)｝年間保守業務                  ２百万円 

(サ)  持田シーメンス社製医療機器｛超音波診断装置（セコイア 512）ほか｝年間保守業務         ２百万円 



(シ)  ジョンソン＆ジョンソン社製医療機器｛低温プラズマ滅菌器（ステラッド ST200）｝年間保守業務 

                                                ２百万円 

(ス)  フィリップス社製医療機器｛超音波診断装置(iE33)｝年間保守業務                  １百万円 

 
 

3. （参考）契約形態別応札者数（平成 22 年度） 

一般競争入札 指名競争入札 企画競争 公 募 契約形態 
応札者数 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 

２者以上 189 67.5 ０ ０ 4 66.7 2 10.5 
１者以下 91 32.5 ０ ０ 2 33.3 17 89.5 
合 計 280 100.0. ０ ０ 6 100.0 19 100.0 

 


